
（平成２１年７月２３日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 6 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 4 件

年金記録確認岡山地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

岡山厚生年金 事案 393 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格取得日に係る記

録を平成２年 11月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 18万円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年 11月１日から３年１月１日まで 

    Ａ事業所に入社した平成２年７月から同年 12 月までの６か月間の年金記

録がないことが「ねんきん特別便」で判明した。保存していた給与明細書を

確認したところ、２年 11月と同年 12月の厚生年金保険料は給与から控除さ

れているので、この期間が未加入となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給与明細書により、申立人は、Ａ事業所に平成２年

７月から勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給与明細書の保険料控除額か

ら 18万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認でき

る関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得な

い。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 

 

 

 

 



                      

  

岡山厚生年金 事案 394 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格喪失日に係る記

録を昭和 59年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 26万円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年３月 31日から同年４月１日まで 

    昭和 58年にＡ事業所設立の業務に従事した後、59年４月１日にＢ事業所

に復帰した。Ｂ事業所に就職してから１日の途切れもなく勤務していたはず

である。資格喪失日が 59年４月１日ではなく同年３月 31日とされ、厚生年

金保険の加入期間に１か月の空白ができていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る転勤辞令発令（「社報」に掲載されたもの）、雇用保険の記録

及び事業所への照会結果などから、申立人は、申立てに係るグループ会社に

継続して勤務し（昭和 59年４月１日にＡ事業所からＢ事業所に異動）、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ事業所におけ

る昭和 58 年４月の社会保険事務所の記録から 26 万円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は保険料を納付したかどうかについては不明としているが、事業主が資

格喪失日を昭和 59年４月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所が

これを同年３月 31日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同

日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同

年３月分の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納

入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又

は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

岡山国民年金 事案 585 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 39年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 36年４月から 39年 10月まで 

    昭和 36 年４月ごろ、母と妹と一緒に市役所本庁か区役所に行き、私が国

民年金の加入手続をした。保険料納付についても、母や妹が同行し市役所本

庁か区役所で納付（体調が悪くて私自身が行けない時は母が納付）していた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が国民年金の加入手続をし、申立人又はその母が保険料を納付して

いたとする市及びその後に転居した市が保管する国民年金手帳記号番号払出

簿に、申立期間当時、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出されていた形

跡は無く、申立人が国民年金の被保険者となっていない申立期間について、

上記の市（区役所）が国民年金保険料を収納するとは考え難い。 

また、国民年金保険料の納付場所や納付金額等の納付状況に係る申立人の

記憶には不明な点が見受けられる上、申立人の母は既に死亡しているととも

に、申立人の加入手続及び保険料納付に同行したとする申立人の妹の記憶も

曖昧
あいまい

であり、申立期間における申立人の国民年金の加入状況、保険料の納付

状況等が明確でない。 

さらに、申立期間について、申立人及びその母が国民年金保険料を納付し

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の

保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 

 



                      

  

岡山国民年金 事案 586 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44年８月から 53年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 44年８月から 53年３月まで 

    昭和 52年６月に結婚したのを契機に、 姑
しゅうとめ

と母親から「国民年金に加入

しないと老後は苦労しますよ」と言われ、夫、姑と一緒に市役所の国民年金

課で国民年金の加入手続をした。その際、10 年前までさかのぼって保険料

を納付できることをあらかじめ聞いていたので、20 歳までさかのぼった期

間の保険料を市役所の窓口で一括して納付したのに、申立期間が未納となっ

ているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、結婚を契機に 20歳までさかのぼって国民年金保険料を一括して

納付したと主張しているが、申立人が結婚した昭和 52年６月当時は国民年金

保険料の特例納付の実施時期となっておらず、申立期間のうち申立人が 20歳

に達した 44 年８月から 50 年３月までは、申立人が国民年金保険料を一括し

て納付したとする 52年６月時点では、時効により納付することができない期

間である上、申立人が当時居住していた市の窓口では特例納付に係る保険料

の取扱いは行っておらず、申立内容には不自然さが見受けられる。 

また、申立人は、「一括して納付した保険料の金額は 10万円以上であった」

と主張しているが、申立期間の国民年金保険料を特例納付することが可能で

あった昭和 53 年７月の時点で 20 歳までさかのぼって特例納付したと仮定し

ても、その保険料額は 32万円となり、申立人が主張する保険料額とも相違す

る。 

さらに、国民年金保険料の特例納付があった場合、本来作成されるべき特

殊台帳が無い。 

加えて、申立人には、申立期間以外にも国民年金保険料の未納期間が複数

有り、申立人の国民年金保険料の納付意識が高かったとは認め難い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断



                      

  

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

岡山厚生年金 事案 395 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 33年４月から 35年 12月まで 

    昭和 33 年４月に大学（短期大学部）を卒業して実家に帰り、父の経営す

るＡ事業所に入社し、35 年 12 月まで働いた。会社は当時、衣料品、家具、

主婦の店など多角経営をして地元では有名な事業所であり、取引先の社長か

らも信頼されて、事業を拡張していくために副社長（亡母）とも協力して支

店を出すために頑張った。今は給与明細書等は持っていないが、保険料は給

料から控除されていた。当時の同僚が年金を受給しているのに、私だけがも

らえないのが不思議です。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の元同僚の証言から、申立人がＡ事業所に勤務していたことは推認で

きる。 

しかしながら、申立人が申立期間当時一緒に勤務していたとする４名の元同

僚のうち２名については、当該事業所において厚生年金保険に加入していない

上、申立人が「副社長（亡母）とも協力して支店を出すために頑張りました。」

と述べている申立人の亡母についても申立期間に厚生年金保険の加入記録は

無い。 

また、申立人の元同僚から聴取しても、申立人が勤務していたことは記憶し

ているが、具体的な業務内容や勤務形態については記憶していないとする上、

当該事業所から人事記録等申立てに関する資料の提出が得られない。 

なお、社会保険事務所が保管する当該事業所に係る健康保険厚生年金保険

被保険者名簿には、申立期間において、申立人の記録は無く、健康保険整理

番号の欠番も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について推認

できる関連資料、周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 



                      

  

岡山厚生年金 事案 396 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ①昭和 32年３月３日から 33年２月１日まで 

             ②昭和 33年３月１日から 34年５月１日まで 

    申立期間①については、昭和 32 年３月に高校を卒業したが、就職が決ま

っていなかったので、親戚が経営していたＡ事業所にお世話になった。従兄

弟と住み込みで働いた記憶がある。 

申立期間②については、Ｂ事業所に営業要員として住み込みで働いていた。

見習期間中であった昭和 34 年１月に社長の奥さんの計らいで成人式に出席

させてもらったことを覚えているので、34 年に在籍していたことは確かで

ある。見習期間が終わった後は、寒い冬もバイクに乗って営業活動をしてい

た。元同僚も、私の勤務期間がたった４か月ということはあり得ず、もっと

長くいたはずだと言っている。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、勤務した期間は不明であるが、申立人が当時一緒

に住み込みで働いていたとする申立人の従兄弟は、申立期間当時（昭和 31

年９月１日から 32 年７月１日まで）、Ａ事業所の健康保険厚生年金保険被

保険者名簿に加入記録が有ることから、申立人が申立期間当時にＡ事業所で

勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立人と一緒に勤務していた従兄弟も既に死亡している上、

Ａ事業所において厚生年金保険の加入記録の有る元同僚３人も死亡してい

たり、連絡先が不明であり、申立期間当時における申立人の保険料控除等の

状況に関する証言が得られない。 

また、申立てに係る事業所の事業主は、当時の資料を保管しておらず、人

事記録等申立てに関する資料が確認できない。 

さらに、申立人は、勤務期間、厚生年金保険の加入及び保険料控除につい

ての記憶が曖昧
あいまい

な上、健康保険被保険者証を受け取った記憶は無いとするな

ど、申立人の供述に不自然さがうかがわれる。 



                      

  

なお、社会保険事務所が保管するＡ事業所の健康保険厚生年金保険被保険

者名簿には、申立期間において、申立人の記録は無く、健康保険整理番号の

欠番も無い。 

このほか、申立内容に係る事実を推認できる関連資料、周辺事情は無い。 

２ 申立期間②については、勤務した期間は不明であるが、複数の元同僚の証

言から、申立人が申立期間当時にＢ事業所において勤務していたことは推認

できる。 

しかしながら、申立人は、当時、Ｂ事業所に見習いとして勤務していたと

しているところ、申立人が名前を挙げた元同僚も入社してから２か月後に厚

生年金保険の被保険者となっており、当該事業所では必ずしも入社と同時に

従業員の全員を厚生年金保険に加入させていたわけではなかったことがう

かがわれる。 

また、申立人の元同僚からは、申立期間における申立人の厚生年金保険料

の控除等の状況について具体的な証言は得られない。 

さらに、申立てに係る事業所の事業主は、当時の人事記録等を保管してお

らず、申立てに係る事実を確認できない。 

なお、社会保険事務所が保管するＢ事業所の健康保険厚生年金保険被保険

者名簿には、申立期間において、申立人の記録は無く、健康保険整理番号の

欠番も無い。 

このほか、申立内容に係る事実を推認できる関連資料、周辺事情は無い。 

３ これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が、厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

岡山厚生年金 事案 397 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年３月 10日から 32年９月１日まで 

    私はＡ事業所に昭和 29年３月に入社し、32年８月末に結婚するために退

社した。この期間を年金額に加算してもらえると思い社会保険事務所で相談

したところ、当該期間については脱退手当金が支払われているとの回答を受

けた。退職時に失業保険については説明があったが、脱退手当金についての

説明は無く、脱退手当金も受け取っていないと思う。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る脱退手当金については、厚生年金保険被保険者資格喪失日

から約２か月後の昭和 32年 10月 30日に支給決定されているとともに、支給

額に計算上の誤りは無いほか、申立人の厚生年金保険被保険者台帳には、脱

退手当金の支給記録が記載されているなど、一連の事務処理に不自然さはう

かがえない 
また、当時は、国民年金制度創設前であり、厚生年金保険被保険者期間が

20 年以上無ければ年金は受給できなかったのであるから、申立期間の事業所

を退職後、昭和 43年 10月まで厚生年金保険への加入歴が無い申立人が脱退手

当金を受給することに不自然さはうかがえない上、申立人から聴取しても受給

した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせ

る事情は見当たらない。 
これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 
 
 
 
 
 
 
 



                      

  

岡山厚生年金 事案 398 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 27年４月から同年５月まで 

         ② 昭和 27年９月から 28年５月まで 

         ③ 昭和 28年９月から 29年５月まで 

         ④ 昭和 30年９月から 31年５月まで 

         ⑤ 昭和 31年９月から 32年５月まで 

         ⑥ 昭和 32年９月から 33年５月まで 

私は、中学校卒業後、昭和 27年４月から 35年５月までＡ事業所に勤務し

ていたが、Ａ事業所はかまぼこの製造会社であり、一年間のうち６月から８

月までの夏の期間は、冷蔵庫が無かったため休業しており、このため従業員

は５月にいったん退職し、９月に再入社するという雇用形態であった。夏場

（６月から８月まで）を除いた期間については、毎年同じように勤務してお

り、厚生年金保険の加入記録がないのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険事務所の記録から、Ａ事業所は、申立期間①から⑥までにおいて、

厚生年金保険の適用事業所ではなかったことが確認できる。 

また、Ａ事業所は、「当社は、昭和 27 年当時は社会保険の適用事業所とな

っておらず、36 年までは個人経営だったので、経営状況等から社会保険の適

用事業所ではなかった時期があったかもしれない。また、当時は、臨時、短

時間労働者は、夏場の３か月間はいったん退職させて、秋に再雇用するとい

う雇用形態だった。」と回答しているところ、同事業所の従業員のすべてにつ

いて、申立期間において、厚生年金保険の被保険者となっていないことが確

認でき、申立人も同様に、厚生年金保険に加入していなかったものと推認で

きる。 

このほか、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを

確認できる給与明細書などの資料は無い上、申立内容に係る事実を推認でき

る関連資料、周辺事情は見当たらない。 

 



                      

  

   これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 

 


